
（第六条関係）別記様式第一号

（Ａ ）4

マンション管理士試験受験申込書
収 入 印 紙

（ 消 印 し な い こ と 。 ）

※ 整理番号フ リ ガ ナ

（姓） （名）

氏 名

生 年 月 日 明治 大正 昭和 平成 年 月 日 性別 男 女£ £ £ £ £ £

郵 便 番 号 －

フ リ ガ ナ

電 話 番 号

希 望 試 験 地

□有 □無

私は、マンション管理士試験を受けたいので、マンションの管理の適正化の推進に関する法律施行規則第６条の規定により申し

込みます。

年 月 日

殿

,氏名

備考 １ のある欄は該当する の中に 印を付けること。£ £ P

２ ※印欄には、記入しないこと。

３ 指定試験機関に申し込む場合には、所定の手続により受験手数料を納付し、収入印紙を貼らないこと。

住 所

試 験 一 部 免 除 の 有 無

国 土 交 通 大 臣

指定試験機関代表者



（第二十二条関係）別記様式第二号

（表面）

第 号 年 月 日（有効期間１カ年）

所属局部課名

写 職 名

真 氏 名

年 月 日生

㎝
６上記の者は、マンションの管理の適正化の推進に関する法律第 条第１項の規定により立入検査をす22

ることができる者であることを証する。

,国土交通大臣

８．５㎝

（裏面）

マンションの管理の適正化の推進に関する法律抜すい

第 条 国土交通大臣は、試験事務の適正な実施を確保するため必要があると認めるときは、その必要な限度22

、 、 、 、 、で その職員に 指定試験機関の事務所に立ち入り 指定試験機関の帳簿 書類その他必要な物件を検査させ

又は関係者に質問させることができる。

２ 前項の規定により立入検査を行う職員は、その身分を示す証明書を携帯し、かつ、関係者の請求があるとき

は、これを提示しなければならない。

３ 第１項に規定する権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。



（第二十五条関係）別記様式第三号
（ ）Ａ 4

マンション管理士登録申請書

※ 整理番号フ リ ガ ナ

（姓） （名）

氏 名

生 年 月 日 明治 大正 昭和 平成 年 月 日 性別 男 女£ £ £ £ £ £

郵 便 番 号 －

フ リ ガ ナ

フ リ ガ ナ

電 話 番 号

年 月 日

合 格 証 書 番 号

私は、マンション管理士の登録を受けたいので、マンションの管理の適正化の推進に関する法律施行規則第２５条第 項の規定1
により申請します。

年 月 日

殿

,氏名

収 入 印 紙
（消印しないこと。）

又は領収証書を貼ること。

備考 １ □のある欄は該当する□の中に 印を付けること。P
２ ※印欄には、記入しないこと。
３ この申請書には、所定の登録免許税に相当する収入印紙又は領収証書を貼ること。
４ 指定登録機関に申請する場合には、所定の手続により登録手数料を納付すること。

住 所

平
成

国 土 交 通 大 臣

指定登録機関代表者

本 籍

（日本の国籍を

有しない者にあ

っては、その者

の有する国籍）

マ ン シ ョ ン 管 理 士 試 験

に 合 格 し た 年 月 日



（第二十五条関係）別記様式第四号

（Ａ４）

誓 約 書

私は、マンションの管理の適正化の推進に関する法律第３０条第１項第
２号から第６号までに該当しない者であることを誓約します。

年 月 日

,氏 名

国 土 交 通 大 臣
殿

指定登録機関代表者



（第二十六条関係）別記様式第五号
（Ａ４）

マンション管理士登録簿

登録番号 登録年月日

（１）氏名

（２）生年月日

（３）住所

（４）本籍 性別

（５）試験の合格年月日 合格証書番号

（６）講習の修了年月日及び講習実施機関

年月日 講習実施機関
年月日 講習実施機関

（７）訂正又は消除

年月日 種類 理由

（８）名称の使用の停止

年月日 期間 理由

フリガナ



（第二十七条関係）別記様式第六号

（Ａ ）4

マンション管理士登録証

氏 名

（ 年 月 日生）

住 所

本 籍

性 別

試験の合格年月日

合 格 証 書 番 号

登 録 番 号

登 録 年 月 日

,

発行番号 第 号

国 土 交 通 大 臣
指定登録機関代表者



（第二十八条関係）別記様式第七号

（Ａ ）4

登録事項変更届出書

（ フ リ ガ ナ ）

氏 名

年 月 日生

住 所

収 入 印 紙

（消印しないこと ） 登 録 番 号 （ ）。

登 録 年 月 日 年 月 日

マンションの管理の適正化の推進に関する法律第３０条第２項の登録事項に下記のとおり変更がありましたの

で届け出ます。

登録事項 変更前 変更後 変更年月日 備考

年 月 日

殿

,氏名

備考 指定登録機関が行う登録証の訂正を受けようとする場合には、所定の手続により手数料を納付し、収入印

紙をはらないこと。

国 土 交 通 大 臣

指定登録機関代表者



（第二十九条関係）別記様式第八号

（Ａ ）4

登録証再交付申請書

（ フ リ ガ ナ ）

氏 名

年 月 日生

住 所

収 入 印 紙

（消印しないこと ） 登 録 番 号 （ ）。

登 録 年 月 日 年 月 日

マンションの管理の適正化の推進に関する法律施行規則第 条第１項の規定に基づき、下記の理由により再29

交付を申請します。

（理由）

年 月 日

殿

,氏名

、 、 。備考 指定登録機関に再交付を申請する場合には 所定の手続により手数料を納付し 収入印紙をはらないこと

国 土 交 通 大 臣

指定登録機関代表者



（第四十条関係）別記様式第九号

（表面）

第 号 年 月 日（有効期間１カ年）

所属局部課名

写 職 名

真 氏 名

年 月 日生

㎝
６上記の者は、マンションの管理の適正化の推進に関する法律第 条において準用する同法第 条第１38 22

項の規定により立入検査をすることができる者であることを証する。

,国土交通大臣

８．５㎝

（裏面）

マンションの管理の適正化の推進に関する法律抜すい

第 条 国土交通大臣は、試験事務の適正な実施を確保するため必要があると認めるときは、その必要な限度22

、 、 、 、 、で その職員に 指定試験機関の事務所に立ち入り 指定試験機関の帳簿 書類その他必要な物件を検査させ

又は関係者に質問させることができる。

２ 前項の規定により立入検査を行う職員は、その身分を示す証明書を携帯し、かつ、関係者の請求があるとき

は、これを提示しなければならない。

３ 第１項に規定する権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。

第 条 第 条第 項及び第 項、第 条から第 条まで並びに第 条から第 条までの規定は、指定登38 11 3 4 12 15 18 28

録機関について準用する （略）。



別記様式第十号（第四十二条関係）

（Ａ４）

 第41条の登録

 第41条の5第1項の登録の更新
を申請します。

年    月    日

申請者 印

        国土交通大臣  殿

郵便番号（     ‐        ）

電話番号（    ）   ‐       
郵便番号（     ‐        ）

電話番号（    ）   ‐       

備 考
１　※印のある欄には、記入しないこと。

「  第41条の登録

 第41条の5第1項の登録の更新  」

この申請書により、マンションの管理の適正化の推進に関する法律

２　「新規・更新」及び

フ リ ガ ナ

氏名又は名称

住 所

講 習 事 務 を 行 う
主たる事務所の所在地

（表　面）

登録講習機関登録申請書

年     月     日

※ 登 録 番 号

新 規 ・ 更 新

講習事務を開始しようとする年月日 　　　年　　　月　　　日

フ　　　リ　　　ガ　　　ナ

法人である場合の代表者の氏名

については、不要のものを消すこと。

登 録 の 種 類
 ※ 登録・更新　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年月日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　年月日



（Ａ４）

講師に関する事項

フ リ ガ ナ
氏      名

担当する予定の科目

（裏　面）



修 了 証 番 号 第 号

講 習 の 修 了 年 月 日 年 月 日

交 付 年 月 日 年 月 日

登 録 講 習 修 了 証

この者は、マンションの管理の適正化の推進に関する法律第41条の規
定に基づく講習の課程を修了した者であることを証します。

登 録 講 習 機 関 印

（登録番号 第 番）

別記様式第十号の二（第四十二条の四関係）

（Ａ４）

氏 名

生年月日 年 月 日



（第四十二条の十三関係）別記様式第十号の三

（Ａ４）

マンション管理士講習受講申込書
収 入 印 紙

（ 消 印 し な い こ と 。 ）

※ 整理番号フ リ ガ ナ

（姓） （名）

氏 名

生 年 月 日 明治 大正 昭和 平成 年 月 日 性別 男 女£ £ £ £ £ £

郵 便 番 号 －

フ リ ガ ナ

電 話 番 号

登 録 番 号

私は、マンション管理士の講習を受けたいので、マンションの管理の適正化の推進に関する法律施行規則第 条の の規定に42 13
より申し込みます。

年 月 日

殿

,氏名

備考

１ のある欄は該当する□の中に 印を付けること。£ ü

２ ※印欄には、記入しないこと。

住 所

国 土 交 通 大 臣



別記様式第十号の四（第四十二条の十六関係）

所属局部課名

職　　　　名

氏　　　　名

年　　月　　日生

国土交通大臣　　　　　　印　

（表　面）

第　　　号　　　　　年　　月　　日（有効期間１カ年）

　上記の者は、マンションの管理の適正化の推進に関する法律第41条の17第１項の規定によ
り立入検査をすることができる者であることを証する。

6
c
m

8.5cm

写
真



（裏面）

マンションの管理の適正化の推進に関する法律抜粋

第 条の 国土交通大臣は、講習事務の適正な実施を確保するため必要があると認めるときは、その41 17

必要な限度で、その職員に、登録講習機関の事務所に立ち入り、登録講習機関の帳簿、書類その他必要

な物件を検査させ、又は関係者に質問させることができる。

２ 前項の規定により立入検査を行う職員は、その身分を示す証明書を携帯し、かつ、関係者の請求があ

るときは、これを提示しなければならない。

３ 第１項に規定する権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。


